
西尾市の決算の概要
　平成３０年度の決算の概要をお知らせします。
　決算は、皆さんが納めた税金や、国・県からの補助金などが、まちづくりに
どのように使われたのかをまとめたものです。問財政課（☎６５・２１６６）
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会計名 歳入 歳出 一般会計から
の繰入額

国民健康保険 １66億2,１0１万円 １62億2,5１0万円 １0億5,１79万円

公共下水道事業 34億１,89１万円 33億7,56１万円 １6億5,40１万円

農業集落排水事業 ５億8,393万円 ５億5,877万円 ３億3,982万円

介護保険 １１4億2,574万円 １08億7,83１万円 １6億4,096万円

後期高齢者医療 １9億4,558万円 １9億3,584万円 ３億１,975万円

佐久島診療所事業  　4,454万円 3,570万円 500万円

市に入ったお金は５66億7,320万円

特別会計

一般会計歳入

歳入

市税
３１7億１9０万円

（55.9％）

１50億3,835万円
固定資産税

１１１億5,64１万円
個人市民税

自主財源
67．8％

依存財源
32．2％

地方交付税
２9億１,98０万円（5.2％）

地方消費税交付金
３２億１３9万円（5.7％）

県支出金
３4億884万円（6.0％）

国庫支出金
５１億9,６１8万円（9.2％）

繰越金
２２億7,944万円（4.0％）

その他

４億9,５０２万円（0.9％）
（財産収入・寄附金・繰入金）

使用料・手数料
７億8,０94万円（１.4％）

分担金・負担金
８億１,２５9万円（１.4％）

諸収入
２4億３６4万円（4.2％）

その他（地方譲与税など）
１５億３１６万円（2.6％）

市債
１9億7,０３０万円（3.5％）

４億8,１74万円
軽自動車税・入湯税

１6億8,88１万円
都市計画税

23億１,688万円
法人市民税

１0億１,97１万円
市たばこ税

平成30年度

特別会計・企業会計の決算

会計名 歳入 歳出 一般会計から
の繰入額

病院事業 収益的収入
80億１,947万円

収益的支出
87億7,249万円 20億7,783万円

水道事業 収益的収入
34億8,１42万円

収益的支出
28億8,862万円 １１5万円

渡船事業  収益的収入
１億8,957万円

収益的支出
１億7,26１万円 38万円

企業会計

佐久島渡船市民病院
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市
債
残
高
の
推
移

年度 単 年 度
（３か年平均）

２8年度 0.97（0.98）

２9年度 0.98（0.98）

３０年度 0.97（0.97）
（
年
度
末
）

70

80

（億円）

28

76億

29

77億

30

81億

０

（
年
度
末
）

200

300

（億円）

28

336億

29

320億

30

308億

０

平成30年度末時点で財
政調整基金（約66億）な
ど１2基金を設置

※実質的な赤字額や将来負担額、資金不足額はないため、「 － 」で表示

市が使ったお金は５39億2,５76万円
一般会計歳出

健全化判断・資金不足比率
　健全化判断比率、公営企業会計資金不足比率では、全
ての指標が健全化への取り組みが必要な基準（早期健全
化基準、経営健全化基準）を下回っているため、財政状況
は健全だといえます。

指標名 比率 市の早期健全化基準
実質赤字比率 － １１.56

連結実質赤字比率 － １6.56
実質公債費比率 2.4 25.0
将来負担比率 － 350.0

指標名 比率 経営健全化基準
公共下水道事業 － 20.0
農業集落排水事業 － 20.0

病院事業 － 20.0
水道事業 － 20.0
渡船事業 － 20.0

●健全化判断比率（４指標）

●公営企業会計資金不足比率

・積立金（貯金）　 　　…４万7,003円
・市債（借金）　　 　　…１7万8,574円
・使った金額　 　　 　…3１万2,75１円
　※内訳は下表のとおり

市民１人当たりに置き換えると…

（％）

（％）

・実質赤字比率…一般会計などの赤字額の割合を
　示す指標
・連結実質赤字比率…全ての会計の赤字額の割合
　を示す指標
・実質公債費比率…一般会計などが負担する借入
　金の返済額などの割合を示す指標
・将来負担比率…一般会計などが将来負担すべき
　借入金などの残高の割合を示す指標
・資金不足比率…公営企業会計の資金不足額（赤
　字額）の割合を示す指標

財政力指数
　財政力指数とは、標準
的な行政サービスを行う
ために必要な財源を、ど
れだけ自力で調達できる
かを示す指標。１を超え
ていれば財源に余裕があ
るといえます。

積
立
金
残
高
の
推
移

民生費
福祉や子育て支援など １１万2,335円
教育費
学校教育や社会教育など ４万3,379円
衛生費
健康づくりやごみ処理など ４万　707円
総務費
一般事務や税の徴収など ３万5,94１円
土木費
道路整備やまちづくりなど ２万9,937円
公債費
市の借金を返す費用 ２万  268円
消防費
消防や救急活動など １万１,１06円
農林水産業費
農林水産業の振興など 9,705円
商工費
商工業や観光の振興など 6,856円
議会費・労働費他
市議会の運営など 2,5１7円

※3１年３月3１日現在の人口１7万2,424人で計算

歳出

消防費
１9億１,49５万円（3.5％）

民生費
１9３億６,9２６万円
（35.9％）

土木費
５１億６,１8５万円
（9.6％）

教育費
74億7,9６３万円
（１3.9％）

衛生費
7０億１,88１万円
（１3.0％）

総務費
６１億9,7０１万円
（１１.5％）

公債費
３4億9,47６万円（6.5％）

農林水産業費
１６億7,３4３万円（3.１％）

商工費
１１億8,２０６万円（2.2％）

議会費・労働費他
４億３,4００万円（0.8％）

市債・積立金残高
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